
第4回門真市上下水道事業経営審議会

前回審議会での質疑・意⾒について
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Ⅰ 下⽔道使⽤料の改定について



1．改定が必要となった背景
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（1）現⾏の使⽤料⽔準について

①過去の収支状況

②元⾦償還⾦の推移と⾒通し

③全国的な使⽤料⽔準の推移
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①過去の収支状況

平成27（2015）年度
1.8億円の繰越⾦が発⽣
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公共下⽔道債 流域下⽔道債 資本費平準化債 下⽔道使⽤料 減価償却費（⻑期前受⾦戻入控除）

②元⾦償還⾦の推移と⾒通し
整備状況に⾒合っ
た使⽤料⽔準に
なっていない。
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1ヶ⽉20㎥使⽤した場合の下⽔道使⽤料（税抜き）

門真市 類似団体平均 大阪府内平均 全国平均（公共下⽔道事業） ”

（円/20㎥）

2,554円

2,047円

1,808円

（36%）改定後

（12％）

（26％）

（58%）

2,200円

1,620円
（0％）改定前

③全国的な使⽤料⽔準の推移

他団体の使⽤料⽔準は年々上昇

・H8〜H14は「下⽔道統計」（公益社団法⼈⽇本下⽔道協会）より算出（総務省にて公表されていないため）
・H15〜H28は各年度の地⽅公営企業決算状況調査より（総務省公表）
・対象事業は全て狭義の公共下⽔道事業となっています。
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※大阪府内平均は、大阪市、守⼝市など、早期の⼯事費が安価な時期に整備された都市が多いため、減価償却費も低く、使⽤料⽔準
は相対的に低くなっています。



（2）資⾦残⾼不⾜について

①資⾦残⾼不⾜の推移

②資⾦残⾼不⾜の上限額
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建設改良債 資本費平準化債 減価償却費（⻑期前受⾦戻入控除） 現⾏使⽤料の資⾦残⾼ 改定後の資⾦残⾼

（百万円） （百万円）下⽔道使⽤料算定期間

①資⾦残⾼不⾜の推移
• 本市下⽔道事業の資⾦残⾼不⾜はいずれ解消します。

• 大阪府内の企業会計適⽤団体（28団体）に調査を⾏ったところ、5割の14団体が下⽔道使⽤料算定において「資⾦収
支⽅式」での算定を実施していました。

（資⾦収支⽅式で算定した場合、資⾦残⾼不⾜分全てを使⽤料で賄うこととなります。）

• 本市において、資⾦収支⽅式での使⽤料⽔準にすると、今回使⽤料を大幅に上げて、また将来大幅に下げるようにし
なければいけなくなります。これを避けるため平準化して、⼀時的な不⾜部分は別途対応（借入⾦等）することとし、
公営企業会計の原則である「総括原価⽅式」を基本に算定しております。

資⾦残⾼不⾜は
解消に向かいます。
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②資⾦残⾼不⾜の上限額（20億円）

20億円の資⾦残⾼不⾜であれば、⽔道事業の資⾦
残⾼も優先的に活⽤することで確実に対応が可能

安心・安全な下⽔道サービス
を継続することができる
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2．前提条件の確認
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（1）収益的支出について

①経費の削減

②汚⽔処理原価
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①経費の削減
• 将来における経費は、減価償却費等の固定的経費が多くの割合を占めており、その他の経費について

は、大幅な削減は困難です。

経

費

固定的な経費

「経費あり方検討
会」による資料

H29、H30の決算
平均値

削減は
難しい

・減価償却費
・支払利息

流域下⽔道維持管
理負担⾦

下記以外
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各経費の推移

減価償却費 支払利息 流域下⽔道維持管理負担⾦ その他 減価償却費 支払利息 流域下⽔道維持管理負担⾦ その他

下⽔道使⽤料算定期間（百万円）

総経費の推移︓R2（2,963百万円）⇒R12（2,806百万円）⇒R31（2,470百万円）



②汚⽔処理原価について

• 汚⽔処理の費⽤を⽰す指標である「汚⽔処理原価」は、本市下⽔道事業と類似団体とで⽐較

すると、約6円程度⾼くなっていますが、その主な要因が資本費（減価償却費や企業債利息）

であり、その他経常的な経費等は、むしろ他団体より低くなっています。

平成29年度 ⾨真市 類似団体 ⾨真市との差

汚⽔処理原価（円/㎥） 114.56 108.90 5.66

うち汚⽔処理原価
（維持管理費）（円/㎥）

51.74 54.76 -3.02

うち汚⽔処理原価
（資本費）（円/㎥）

62.83 54.14 8.69

※平成30（2018）年度における類似団体の決算値は公表されていないため平成29（2017）年度
のデータで⽐較しています。

収益的支出は最低限必要な経費のみ⾒込んでいます。
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（2）資本的支出について

①総合地震対策計画

②ストックマネジメント計画
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①総合地震対策計画

震
災
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• 震災による被害を抑制するために必要な投資額を⾒込んでいます。
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適正な維持管理を⾏わない場合に想定される事故等の例

②ストックマネジメント計画

• 人身に関わる事故が発生していない現状を維持す

るために必要な投資額を⾒込んでいます。

安心・安全な下⽔道サービスを提供するために必要な投資額を⾒込んでいます。
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3．段階的に改定した場合
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36％36％ 36％ 36％ 36％ 36％ 36％ 36％

（円/㎥）

（1）使⽤料単価の⽐較

令和7（2025）年度以前の影
響により54％まで引き上げ

数値は現⾏使⽤料単価から
の改定率を⽰します。

資⾦残⾼不⾜の上限を20億円とした場合
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（2）資⾦残⾼の⽐較

最終的に下⽔道使⽤料が⾼額になることや使⽤料算定期間内での
公平性を確保する観点などから

“段階的な使⽤料改定案”は適切ではないと判断しました。
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4．使⽤料⽔準の妥当性
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1）全国的な料⾦⽔準との⽐較

（改定後）水道料金 2,476円

（改定後）下水道使用料 2,200円

＜総務省＞下水道財政のあり方に関する研究会資料より抜粋
（左図グラフに門真市データを追記）

全国平均は、「地方公営企業決算状況調査」より
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＜総務省＞下水道財政のあり方に関する研究会資料より抜粋（参考）
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2）他団体との⽐較

上下⽔道料⾦として⾒た場合、⼤阪府内平均と同程度です。

全国平均は平成29（2017）年度地方公営企業決算状況調査より。

それ以外については令和元（2019）年3⽉時点の数値を⽰します。

⽔道料⾦についてはメーター使⽤料を含めた値となっています。

⾦額については最終調整により若⼲の変更が生じる可能性があります。

⽔道料⾦及び下⽔道使⽤料は議会の議決を経て改正されます。
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⾨真市（改定前） ⾨真市（改定後） ⼤東市 守口市 寝屋川市 四條畷市 交野市 ⼤阪市 東⼤阪市 八尾市 類似団体平均 ⼤阪府内平均 全国平均

上下⽔道料⾦の状況／⽉２０㎥当たり(税抜き)

下⽔道 ⽔ 道

4,344円 4,178円 4,268円 4,552円 4,664円 5,098円 3,080円 4,260円 4,850円4,676円 4,510円

5,784円

4,679円

（公共下⽔道事業）



Ⅱ ⽔道事業ビジョン計画後の収支について
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5．令和９（2027）年度以降の経営状況
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⽔道事業ビジョン計画期間

令和9（2027）年度以降の⽔道料⾦については、資産維持費を含む総括原価⽅式での料⾦の
あり⽅や社会情勢等も考慮し、改めて検討します。

なお、現⾏料⾦ベースにて⽔道事業ビジョン後の収支を試算する場合、⽔道料⾦⾒直し条件
の1つである“利益乖離分”を令和9（2027）年度以降に引き上げる必要があります。

（⾒直し前）︓現⾏料⾦体系の場合
（⾒直し後）︓料⾦⾒直し後の計画値

利益乖離分を引き上げ

（1）収益的収支について
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⽔道事業ビジョン計画期間

720百万円

令和9（2027）年度以降の資⾦残⾼は、料⾦⾒直し前と⼀定の差を保ちながら推移していく
⾒通しとなっています。

（2）資⾦残⾼について

（⾒直し前）︓現⾏料⾦体系の場合
（⾒直し後）︓料⾦⾒直し後の計画値
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